














































































































た、昭和 40 年 7 月 2 日から 27 日までの間に計 9 回、名古屋市がごみ処理場に
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 原告は大阪国際空港近隣地域に現在居住または過去に居住していた住民であ
る。同空港にジェット機が就航（昭和 39 年 6 月）したり、第 2 滑走路（B 滑走
路）が使用（昭和 45 年 2 月）され始めてからは騒音被害が一層ひどくなった。
そこで、原告らは本件空港の設置・管理者である国を相手取り、航空機の騒音、
排ガス、振動等によって、身体・精神両面の被害、日常生活全般にわたる破壊
を被ったとして、昭和 44 年 12 月から同 46 年 11 月にかけて 3 次にわたって訴
えを提起し、①人格権及び環境権に基づき、午後 9 時から午前 7 時までの飛行
の差止め、②民法 709 条、国家賠償法 2 条 1 項による非財産的損害の賠償請求
（内金 1 人 50 万円と弁護士費用）、③将来の損害賠償請求（夜間飛行が禁止さ
れ、昼間の騒音が原告居住地域で 65 ホン以下になるまで、非財産的損害の賠償





の航空機騒音の発生回数が 70 回 /日にも達し、最高記録騒音に至っては 107 ホ
ンにも及んでおり、・・・久代小学校よりもさらに空港に近接する地域に住む
原告らの受ける騒音は一層甚大である。・・・騒音規制法に基づく大阪府公害
防止条例 22 条 1 項、同施行規則 7 条によれば、原告ら居住地域のごとき第 2 種
区域における工場騒音は昼間 60 ホン以下、朝夕 50 ホン以下、夜間 45 ないし
50 ホン以下でなければならないと定められ、・・・原告らの受けている騒音被





あって、航空機騒音における受忍限度を計る尺度としては適当でない * xiii。   
（裁判所の判断）  
Hosei University Repository
 - 6 - 


















































































ことなどから、国会の承認を要すべきという立法論も有力である *xxvii。    
４ おわりに  





















る（高木光「技術基準と行政手続」弘文堂 pp.1-2.1995））。  
*ii科学的・技術的問題について「法」はどう対処すべきか、という難しい問題




業がそろそろ行われるべきである（ｼﾞｭﾘｽﾄ 1081 号 p.38）  
*iv法律時報第 73 巻第 7 号（906 号）p.117 
*v当初、38 事件（61 判例）であったが、単に手続が争われた事件、公害事件、
巨大科学技術である原子力発電所は除外した。  
*vi判例時報 688 号 pp.65-66 
*vii判例時報 688 号 p.66 
*viii判例時報 688 号 pp.66-67 
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*ix判例時報 688 号 p.69 
*x判例時報 688 号 p.70 
*xi別冊ジュリスト 171 号 p.96 
*xii判例時報 1025 号 p.131 
*xiii判例時報 1025 号 p.133 
*xiv判例時報 1025 号 p.171 
*xv判例時報 1025 号 p.246 
*xvi判例時報 1025 号 p.247 
*xvii判例時報 1025 号 p.247 
*xviii判例時報 1025 号 pp.49-50 
*xix判例時報 1025 号 pp.173-181 
*xx判例時報 1025 号 pp.246-261 
*xxi判例時報 1025 号 pp.173-181 
*xxii判例時報 1025 号 pp.48-50 
*xxiii千葉大学法学論集第 4 巻第 2 号  千葉大学法経学部法学科 p.7.1990 
*xxiv千葉大学法学論集第 4 巻第 2 号  千葉大学法経学部法学科 pp.13-14.1990 
*xxv阿部泰隆他編「環境法（第 3 版補訂版）」有斐閣ブックス p.189.2006 
*xxvi判例時報 1279 号 p.146 
*xxvii阿部泰隆他「環境法（第 3 版補訂版）」有斐閣ブックス p.191.2006 
*xxviii千葉大学法学論集第 5 巻第 2 号  千葉大学法経学部法学科 p.171.1991 
*xxix法律時報第 73 巻第 7 号（906 号）p.120 
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